
2017 年度 小委員会活動成果報告 
（2018 年 1 月 26 日作成） 

小委員会名 建築ストックマネジメント小委員会 主 査 名：円満隆平 
就任年月：2015 年 4 月 

所属本委員会 
（所属運営委員会） 

建築社会システム委員会 委員長名：田村誠邦 
 

設 置 期 間    2015 年 4 月  ～  2019 年 3 月 

設 置 目 的 
各年度活動計画 
（箇条書き） 

2015：大会 PD「公共施設マネジメントの担い手」開催済み 
2016：公共施設等総合管理計画等内外の公共・民間の不動産管理実態の情報収集 
2017：大会 PD「官・民の不動産戦略の最新動向」開催決定 
2018：公共施設等総合管理計画と地方公共団体財務との連携調査 

委員構成 
（委員名（所属）） 

委員公募の有無：無し 

主査 円満隆平(金沢工業大学),幹事 堤洋樹(前橋工科大学), 幹事 有川智(東北工業大学),
三橋 博已(日本大学),小松幸夫(早稲田大学),五十嵐健(早稲田大学),山本康友(首都大学東

京),松岡利昌(松岡総合研究所),板谷敏正(プロパティデータバンク),高橋暁(建築研究所),池
澤龍三(建築保全センター),李祥準(関東学院大学),松村俊英(ジャパンシステム),山下光博

(建築保全センター),野崎敏彦(日本行政マネジメントセンター) 

設置 WG 
（WG 名：目的） 

 

2017 年度予算     60,000 円 ホームページ公開の有無：無し 

委員会 HP アドレス：無し 

 
項  目 自己評価 

委員会開催数       4 回（年度内計画を含む） 

刊行物 
（シンポジウム資料等は

除く） 
 

講習会  

催し物 
（シンポジウム・セミナー等） 
*能力開発支援事業委員会

承認企画 

1．「公共施設マネジメントが示す施設再編のビジョンと実践の課題」共催：建築

計画委員会設計計画運営委員会公共施設マネジメント小委員会、2017 年 7 月 26

日、参加者数 50 名、資料無し 

大会研究集会 1.ＰＤ「官・民の不動産マネジメントの最新潮流」、参加者数 70 名、資料「官・ 
民不動産戦略の最新動向 

対外的意見表明・パ

ブリックコメント等 
 

目標の達成度 
（当初の活動計画と得ら

れた成果との関係） 

１．「公共施設等総合管理計画」全国調査の実施→池澤実施済み。分析中。 
２．現地視察・ヒヤリング実施「青森県庁本庁舎減築回収」「弘前市文化会館長

寿命化」11/30、12/1 

委員会活動の問題点 
・課題 

１．「公共施設等総合管理計画」は昨年３月に全て出揃ったため、継続調査実施 
２．新々公会計が全自治体で今年度から実施のため、動向調査 
３．設置年度が今年度末までのため、1 回目の継続の方向で検討 

 
＊小委員会活動成果報告書は本書式を基本とする。ただし、それぞれの本委員会において活動実績を報告する共通項目があれば、

最下段に項目を追加して記述してもよい。 
＊表中の「（書名）」等の赤文字は、記述を誘導するための説明である。記載の有無にかかわらず最終的には削除のうえ提出する

こと。 


